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 証券コード２４３５

 2021年６月９日

株 主 各 位
北九州市小倉北区大畠１丁目７番19号

株 式 会 社 シ ダ ー
代表取締役社長 座 小 田 　 孝 安

第40回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第40回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので
ご案内申し上げます。

　なお、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染が拡大してい
る状況を踏まえまして、株主様の安全確保及び感染拡大防止のため
に、株主様には可能な限り書面による議決権の事前行使をお願い申し
上げるとともに、株主総会にご来場される株主様におかれましては、
マスク着用などの対策のご検討をお願い申し上げます。併せて、当社
の判断に基づき、株主総会会場において株主様の安全確保及び感染拡
大防止のために必要な措置を講じる場合もありますので、ご協力のほ
どお願い申し上げます。

　本年より、株主総会にご出席の株主様にお配りしておりましたお土
産を取りやめさせていただきます。何卒ご了承くださいますようお
願い申し上げます。

　書面による議決権の事前行使にあたっては、お手数ながら後記の株
主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対
する賛否をご表示いただき、2021年６月23日（水曜日）午後５時まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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記
１．日 時 2021年６月24日（木曜日）午前10時30分
２．場 所 福岡県北九州市小倉北区浅野１丁目１番１号

ステーションホテル小倉（ＪＲ小倉駅ターミナルビル）
TEL（093）541－7111
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．株主総会の目的事項
報 告 事 項 １．第40期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第40期（2020年４月１日から2021年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第 １ 号 議 案 剰余金の処分の件
第 ２ 号 議 案 取締役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.cedar-web.com）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（ 2020年４月１日から
2021年３月31日まで ）

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くな

かで、緩やかな回復基調で推移したものの、先行きにつきましては、消費

税率引き上げの影響、米中貿易摩擦、新型コロナウイルス感染症の拡大を

背景とした世界経済の減速懸念の高まりなど不透明感が一層強まる状況と

なりました。

　介護サービス業界におきましては、引き続き超高齢化社会への移行に伴

い、介護サービスの利用者数は増加し、需要は更に高まっております。

　その一方で、様々な業種にて人材不足が叫ばれている中、介護サービス

業界におきましても、海外の人材も含め、人材確保に取り組むことは急務

となっており、有資格者の確保はとりわけ困難な状況となっております。

それらを改善するために、業界では、介護事業に従事することが社会にお

いて魅力があり、生きがいを持てる環境造りが求められております。

　このような状況のもと当社グループにおきましては、収益面では、既存

施設において施設稼働率を上昇させるため、新規利用者の獲得とサービス

の向上に努めました。また、有料老人ホーム１施設及びケアプランセンタ

ー２施設を新規開設しており、積極的な施設展開を図ってまいりました。

費用面では、介護職員に係る人件費の増加により売上原価が増加し、感染

症の流行における情勢のもとでの営業活動や移動自粛により販売費及び一

般管理費が減少しました。また2020年３月以降は新型コロナウイルス感染

症の流行によりデイサービス事業で、ご利用を控える利用者が増えるなど

の影響が発生いたしました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は156億13百万円（前連結会計年度比

3.2％増）となり、営業利益は８億９百万円（同47.3％増）、経常利益は６

億74百万円（同162.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は３億87百

万円（同85.8％増）となりました。
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　当社といたしましては、株主の皆様への利益還元は重要な課題であると

認識しております。また、中長期的な企業価値の向上のため、将来の事業

展開と経営体質の強化、当期の業績や経営環境等を総合的に勘案し、利益

配分と投資資金及び内部留保とのバランスを念頭に、株主への安定的な配

当の実施を基本方針としております。当期の剰余金の配当につきましては、

期末配当として１株当たり６円を実施させていただく予定です。

　株主の皆様には、何卒ご理解を賜りますようお願い申し上げます。

　セグメント別の状況は次のとおりであります。

セ グ メ ン ト 別 売 上 高 前 期 比 増 減

デ イ サ ー ビ ス 事 業 3,601百万円 △0.8％

施 設 サ ー ビ ス 事 業 10,931百万円 3.9％

在 宅 サ ー ビ ス 事 業 979百万円 7.2％

そ の 他 事 業 101百万円 43.3％

合 計 15,613百万円 3.2％
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１．デイサービス事業

　当セグメントにおきましては、既存デイサービス施設のサービスの質

の向上により施設稼働率の向上に努めてまいりましたが、新型コロナウ

ィルス感染症の流行により、福岡県では２事業所で約１ヵ月間閉鎖した

他、全国的にご利用を控える利用者様が増加しました。その結果、売上

高は36億１百万円（前連結会計年度比0.8％減）、セグメント利益は３億

37百万円（同12.9％減）となりました。

２．施設サービス事業

　当セグメントにおきましては、新規及び既存の有料老人ホームの入居

者獲得に注力し、入居率の向上に努めました。その結果、売上高は109億

31百万円（同3.9％増）、セグメント利益は15億21百万円（同13.6％増）

となりました。

３．在宅サービス事業

　当セグメントにおきましては、利益率の改善のため人員配置や業務手

順の見直し等、効率的な運営に取り組むことに注力してまいりました。

その結果、売上高は９億79百万円（同7.2％増）、セグメント損失は69百

万円（前連結会計年度はセグメント損失68百万円）となりました。

　　②　設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は18億30百

万円で、その主なものは新規開設の有料老人ホーム１施設及び翌連結会

計年度以降に開設予定の有料老人ホーム２施設の建設着手金となります。

③　資金調達の状況

　銀行からの長期借入により７億30百万円、短期借入により11億24百万

円の資金調達をいたしました。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 37 期

2018年３月期
第 38 期

2019年３月期
第 39 期

2020年３月期

第 40 期
(当連結会計年度)
2021年３月期

売 上 高(百万円) 13,861 14,258 15,132 15,613

経 常 利 益(百万円) 250 218 257 674

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

(百万円) 224 16 209 387

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 19.52 1.43 18.28 33.77

総 資 産(百万円) 18,053 18,316 18,181 19,559

純 資 産(百万円) 1,110 1,080 1,268 1,610

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 96.81 94.16 110.50 140.23

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当た

り純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 37 期

2018年３月期
第 38 期

2019年３月期
第 39 期

2020年３月期

第 40 期
（当事業年度）
2021年３月期

売 上 高(百万円) 13,245 13,620 14,204 14,408

経 常 利 益(百万円) 210 225 316 605

当 期 純 利 益(百万円) 198 30 265 350

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 17.29 2.62 23.14 30.54

総 資 産(百万円) 17,354 16,823 16,337 15,783

１ 株 当 た り
純 資 産

(円) 92.73 91.34 112.49 139.03

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当た

り純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社パイン 40百万円 100.0%
介護付有料老人ホ
ームの運営

味屋フーズ
株式会社

10百万円 90.0% 給食事業

(4) 対処すべき課題
①新型コロナウイルスの感染拡大について
　　介護施設のうち、有料老人ホームなどの入所型施設については、法律に
基づく緊急事態宣言が発せられた際に、都道府県知事による使用制限や休
業の要請を行うことができる対象施設にはなっておりませんが、デイサー
ビスなどの通所施設については、都道府県知事が必要だと判断した場合、
使用制限や休業の要請を行うことができる施設とされております。当社グ
ループにおきましては、感染症対策マニュアルに沿った対応を強化し、職
員や面会される家族、外部業者などが施設にウイルスを持ち込まない体制
を構築する考えであります。

②介護保険制度の改正について

　2017年度の介護報酬改定では、介護人材の処遇改善について、職場定着
の推進、介護サービス事業者等による昇給や評価を含む賃金制度の整備・
運用状況などを踏まえ、事業者による、キャリアアップの仕組みの構築を
促すため、更なる加算の拡充が行われております。
　また、2018年度の介護報酬改定では改定率0.5％のプラスとなっており
「質の高いサービス」や「自立支援・重度化防止に資するサービス」につ
いては1.0％相当のプラス改定が行われております。一方で給付の適正化
で0.5％のマイナス部分もあり今後どのように事業の運営を行っていくの
かが問われる改定となっております。
　また、2019年10月に実施された介護報酬改定では、消費税増税を踏まえ
た改定率0.54％のプラスとなっており、団塊の世代が75歳以上となる2025
年に向けて、国民１人１人が個々の状態に応じた適切なサービスを受けら
れるよう、質の高い効率的な介護の提供体制の整備を推進し、経験・技能
のある職員に重点化を図りながら、介護職員の更なる処遇改善を進めるた
めに特定処遇改善加算の創設が行われております。
　また、2021年４月に実施された介護報酬改定では、改定率0.70％であり、
そのうち0.05％は新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評
価（2021年９月末まで）であることが発表されました。
　当社グループといたしましては、介護保険制度のもと事業活動を行う中
で、今後も予想される制度リスクともいうべき法改正に柔軟に対応しつつ、
当社グループの強みであるリハビリテーションにおける豊富なノウハウを
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積極的に活用し、快適、上質なサービスで他社との差別化を目指す考えで
あります。また、社会的にも多くの需要が見込まれるリハビリテーション
に特化したサービスをさらに強化し、サービスの向上と業容の拡大を図っ
てまいりたいと考えております。

③人材の確保について

　当社グループといたしましては、グループの事業拡大に伴い、サービス
を提供する人材の確保は重要な課題の一つとして認識しております。有資
格者や介護経験の豊富な職員を適正に配置するため、雇用条件の見直しや
働きやすい職場環境を構築することに努めております。また、各種教育研
修プログラムの充実を図ることでサービスの質の向上や優秀な人材の育成
に取り組んでおります。さらに、長期的に介護人材の確保・定着の推進を
図るためには、介護職員が将来展望を持って介護の職場で働き続けること
ができるよう、能力・資格・経験等に応じた処遇が適切になされることが
重要となります。「介護職員処遇改善加算」等を活用して、こうしたキャ
リアパスに関する仕組みを整備・拡充することで、社内の人事考課制度を
さらに充実させる必要があると考えております。
　また、日本人介護スタッフとは別に外国人技能実習生の受け入れについ
ては最長5年とのことでありましたが、新たな就労資格を得れば、10年にわ
たって滞在できるようになり、受け入れ態勢や技術やノウハウの教育に力
をいれていく必要があると考えております。

④法令遵守への取り組みについて

　当社グループといたしましては、介護保険制度のもと、介護サービス事
業を営んでいくうえで関係法令を遵守することは勿論、社会的な責務の遂
行や地域での信頼関係を構築することを第一に考えております。また、事
業所での教育指導の徹底を図るとともに、内部監査体制の強化や社員教育、
マニュアルの整備等を行うことで、法令を遵守した適切な事業運営に努め
てまいる所存であります。
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(5) 主要な事業内容（2021年３月31日現在）

　当社グループは、主に介護保険法の適用を受ける介護サービス事業を行っ

ております。各事業部門の主なサービスの内容は、以下のとおりであります。

①　デイサービス事業

　デイサービス施設において、介護保険法により認定された要支援者・

要介護者に対して、食事・入浴・機能訓練・日常生活の介助等のサービ

スを提供しております。

②　施設サービス事業

　介護付有料老人ホームにおいて、介護保険法により認定された要支援

者・要介護者に対して特定施設介護サービス計画に基づいて食事・入浴・

排せつ・機能訓練等の日常生活全般をサポートする介護サービスを提供

しております。

③　在宅サービス事業

a　訪問看護・訪問リハビリテーション

　医療保険法・介護保険法の適用を受け、医師の指示書に基づき、看護

師や理学療法士、作業療法士が利用者の自宅に訪問しサービスを提供し

ております。

b　ホームヘルパー

　介護保険法により認定された要支援者・要介護者に対して、介護福祉

士やヘルパー資格保持者が利用者の自宅に訪問し、生活全般にわたる援

助や身体介助のサービスを提供しております。

c　ケアプラン

　介護保険法により認定された要支援者・要介護者に対して、ケアマネ

ージャーが利用者一人ひとりの要望と必要に応じたサービス計画を作成

し適切な介護サービスの選定やマネジメントを行うサービスを提供して

おります。
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(6) 主要な事業所（2021年３月31日現在）

①当　社：株式会社シダー

本 社 ： 福岡県北九州市小倉北区大畠

事　業　所

地 域 デイサービス事業 施設サービス事業 在宅サービス事業

　北海道地区 －　施設 3　施設 －　施設

　東北地区 －　施設 2　施設 －　施設

　関東地区 9　施設 13　施設 7　施設

　甲信・東海地区 5　施設 9　施設 1　施設

　関西地区 －　施設 4　施設 －　施設

　中国・四国地区 3　施設 4　施設 4　施設

　九州地区 14　施設 6　施設 18　施設

合 計 31　施設 41　施設 30　施設

②子会社：株式会社パイン

本 社 ： 福岡県福岡市東区和白丘

事　業　所

地 域 デイサービス事業 施設サービス事業 在宅サービス事業

　北海道地区 －　施設 1　施設 －　施設

　関東地区 －　施設 3　施設 －　施設

　九州地区 －　施設 2　施設 －　施設

合 計 －　施設 6　施設 －　施設

－ 10 －

主要な事業所
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(7) 使用人の状況（2021年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

全 社 115（197）名 14名増（40名増）

デ イ サ ー ビ ス 事 業 218（323）名 6名減（3名減）

施 設 サ ー ビ ス 事 業 796（368）名 29名増（25名減）

在 宅 サ ー ビ ス 事 業 170（50）名 17名増（6名減）

合 計 1,299（938）名 54名増（6名増）

（注）　使用人数は就業員数であり、パート及び登録社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,185 (711) 名 30名増 (45名減) 44.4歳 6.0年

（注）　使用人数は就業員数であり、パート及び登録社員は（　）内に年間の平均人員を外数で

記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2021年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 3,778百万円

株 式 会 社 北 九 州 銀 行 2,274

株 式 会 社 福 岡 銀 行 1,731

株 式 会 社 十 八 親 和 銀 行 698

株 式 会 社 鹿 児 島 銀 行 500

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 11 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況

株式の状況（2021年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 20,000,000株

(2) 発行済株式の総数 11,476,000株

(3) 株主数 2,889名

(4) 大株主の状況（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

山 崎 嘉 忠 2,915千株 25.4％

高齢社会戦略1号投資事業有限責任組合 1,046 9.1

大 和 ハ ウ ス 工 業 株 式 会 社 918 8.0

シ ダ ー 取 引 先 持 株 会 706 6.2

座 小 田 　 孝 　 安 574 5.0

有 限 会 社 タ チ バ ナ 346 3.0

富 士 産 業 株 式 会 社 264 2.3

西 日 本 ユ ウ コ ー 商 事 株 式 会 社 241 2.1

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 239 2.1

松 井 証 券 株 式 会 社 237 2.1

（注）持株比率は自己株式（137株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状

況（2021年３月31日現在）

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。

－ 12 －

会社の現況、新株予約権等の状況
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（2021年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 会 長
（ 代 表 取 締 役 ）

山 崎 嘉 忠

取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ）

座 小 田 　 孝 　 安

取 締 役 寺 戸 靖 和 事業本部長

取 締 役 下 屋 敷 　 　 　 寛 管理本部長

取 締 役 中 村 儀 成
ＮＰＯ法人列島会　理事長
特定非営利活動法人ゆとり　理事長

常 勤 監 査 役 二 之 宮 　 さ お り

監 査 役 時 枝 和 正
時枝・渡邉法律事務所事務所　所長
福岡県弁護士会副会長
日本弁護士連合会理事

監 査 役 大 野 繁 樹

株式会社トータル・メディカルサービス
代表取締役社長
株式会社さくらフーズ　代表取締役社長
株式会社メディカルシステムネットワーク
執行役員

（注）１．取締役中村儀成氏は、社外取締役であります。

２．監査役時枝和正氏及び大野繁樹氏は、社外監査役であります。

３．当社は監査役時枝和正氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同

取引所に届け出ております。

(2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏　　名 退 任 日 退 任 事 由
退任時の地位・担当及び

重要な兼職の状況

板 取 博 子 2020年６月25日 任期満了
社外監査役
板取司法書士事務所　所長

－ 13 －

会社役員の状況
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(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 5 名 76百万円

（ う ち 社 外 取 締 役 ） (1) (0)

監 査 役 4 9

（ う ち 社 外 監 査 役 ） (3) (1)

合 計 9 85

（ う ち 社 外 役 員 ） (4) (2)

（注）　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

(4) 社外役員に関する事項

①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該
他の法人等との関係
・取締役中村儀成氏は、ＮＰＯ法人列島会の理事長及び特定非営利活
動法人ゆとりの理事長を兼務しております。なお、当社はＮＰＯ法
人列島会及び特定非営利活動法人ゆとりとの間に特別な関係はあり
ません。

・監査役時枝和正氏は、時枝・渡邉法律事務所の所長を兼務しており
ます。なお、当社は時枝・渡邉法律事務所との間に特別な関係はあ
りません。

・監査役大野繁樹氏は、株式会社トータル・メディカルサービスの代
表取締役社長を兼務しております。なお、当社は株式会社トータ
ル・メディカルサービスとの間に特別な関係はありません。

②　他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該
他の法人等との関係
・重要な兼職はありません。

－ 14 －

会社役員の状況
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③　当事業年度における主な活動状況

活動状況

取締役　中村儀成 当事業年度に開催された取締役会16回のうち14回に出席いたしまし

た。ＮＰＯ法人での老人介護・障害者支援事業に関する幅広い見識と

経験に基づき、事業全般に取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確

保するための助言・提言を行っております。当事業年度においては、

介護事業・障害事業に関する適切な運営について中長期的な助言を行

っており、当社の運営に関する監督やチェック機能を務めていただき

ました。

監査役　時枝和正 2020年6月25日就任以降に開催された取締役会16回のうち8回及び監査

役会10回のうち7回に出席いたしました。弁護士として法律の専門家

としての見地から意見を述べるなど、取締役会及び監査役会におい

て、意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っておりま

す。

監査役　大野繁樹 当事業年度に開催された取締役会16回のうち10回及び監査役会10回の

うち10回に出席いたしました。主に企業経営などの分野における豊富

な経験と高い見識に基づき、取締役会及び監査役会において、意思決

定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。

－ 15 －

会社役員の状況
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭そ
の他の財産上の利益の合計額

22百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの

で、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」

を踏まえ、必要な検討を行った結果、会計監査人の報酬等につき会社法第399条第１項の

同意を行っております。

(3) 非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の

業務（非監査業務）である「収益認識に関する会計基準」等への対応に関

する助言・指導業務を委託し、対価を支払っております。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必

要があると判断した場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する議案

を決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提

出いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

－ 16 －

会計監査人の状況
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1)業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内

容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

イ．　当社は、企業行動指針を定め、リスク管理及びコンプライアンスに

関する体制を全体に統括する組織として、社長を委員長とするコンプ

ライアンス・リスク管理委員会を設置しております。

ロ．　コンプライアンスに関する体制を整備するため、コンプライアンス

管理規程を定め、周知・徹底することとしております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る文書その他の情報について、法令及び文書・情

報に係る社内規程に従い、適切に保存・管理を行うこととしております。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．　当社の経営に重大な影響を及ぼす全社のリスクを把握し管理を行う

ため、リスク管理規程を定め、社長を委員長とするコンプライアンス・

リスク管理委員会を設置しております。

ロ．　リスク管理規程に基づき、リスク管理に関する体制にかかる最高責

任者及び各部門内のリスク管理に係るリスク管理責任者及びリスク管

理担当者を定め、リスクを適時に認識・把握し、適切な対応を行うこ

ととしております。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会を月１回定時に開催し、また必要に応じて適宜臨時に開催し、

法定事項のほか、業務執行に関する基本事項・重要事項の方針について決

定しております。

－ 17 －

業務の適正を確保するための体制
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⑤　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

イ．　当社の内部監査部門は、定期的に子会社の業務監査を行うことに加

えてコンプライアンス・リスク管理体制等に関しましても監査を実施

し、その結果を代表取締役社長及び常勤監査役に報告することとして

おります。

ロ．　子会社の経営活動上の重要な意思決定事項については、当社取締役

会に報告し、承認を得て行うこととしております。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項と当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項

イ．　監査役の求めにより、監査役の職務を補助すべき使用人として、監

査役補助者を設置することができることとしております。

ロ．　取締役からの独立性を確保するため、監査役補助者の人事等につい

ては、監査役と事前に協議し決定することとしております。

⑦　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制

イ．　取締役または使用人は、監査役に対して、法定事項のほか、当社に

重大な影響を及ぼす職務の執行の状況について報告しております。

ロ．　当社グループの取締役および使用人は、法令に従い、会社に著しい

損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したとき、または不

正事故等が発生したときは、ただちに当社監査役に報告することとし

ております。

ハ．　監査役は、取締役会の他、重要な会議に出席し、業務の執行に関す

る重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または使用人にその説明

を求めることとしております。

ニ．　監査役は、当社の会計監査を行う監査法人から会計監査内容につい

て説明を受けるとともに、情報の交換を行う等連携を図っております。

⑧　当社監査役へ報告した者が報告を理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制

　当社は、当社監査役へ報告を行った当社グループの取締役および使用人

に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁

止し、その旨を当社グループの取締役および使用人に周知徹底することと

しております。

－ 18 －

業務の適正を確保するための体制
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⑨　当社の監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方

針に関する事項

　当社監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請

求を行った場合、当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執

行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等の処理を行

う。

(2)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

　当社は、企業行動指針及びコンプライアンス管理規程を定め、すべての役

職員が法令及び定款に則って行動するよう周知・徹底しております。また、

リスク管理及びコンプライアンスに関する体制を全体に統括する組織として、

社長を委員長とするコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、法令義

務違反が発生した場合または発生するおそれのある場合は厳正な調査を行い、

客観的な事実関係を見極め、適切な処理方法を選択するとともに、再発防止

を図っております。

７．会社の支配に関する基本方針

　買収防衛策等の方針について特に記載すべき事項はありません。

－ 19 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,647

825

2,581

242

△2

15,912

12,992

5,202

3

202

2,179

4,324

1,079

128

120

7

2,791

252

200

2,239

103

△5

流 動 負 債 6,629

買 掛 金 224

短 期 借 入 金 4,129

１年内返済予定の長期借入金 685

リ ー ス 債 務 199

未 払 金 196

未 払 費 用 419

未 払 法 人 税 等 163

預 り 金 67

前 受 収 益 270

賞 与 引 当 金 238

そ の 他 34

固 定 負 債 11,318

長 期 借 入 金 4,268

リ ー ス 債 務 5,475

退職給付に係る負債 523

資 産 除 去 債 務 152

そ の 他 898

負 債 合 計 17,948

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,611

資 本 金 432

資 本 剰 余 金 307

利 益 剰 余 金 871

自 己 株 式 △0

その他の包括利益累計額 △2

退職給付に係る調整累計額 △2

非 支 配 株 主 持 分 1

純 資 産 合 計 1,610

資 産 合 計 19,559 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,559

－ 20 －
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連 結 損 益 計 算 書

（ 2020年４月１日から
2021年３月31日まで ）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 15,613

売 上 原 価 13,540

売 上 総 利 益 2,072

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,263

営 業 利 益 809

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9

受 取 賃 貸 料 15

助 成 金 収 入 158

そ の 他 20 204

営 業 外 費 用

支 払 利 息 337

そ の 他 1 338

経 常 利 益 674

特 別 損 失

減 損 損 失 210 210

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 464

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 210

法 人 税 等 調 整 額 △137 72

当 期 純 利 益 391

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 387
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連結株主資本等変動計算書

( 2020年４月１日から
2021年３月31日まで )

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 432 308 529 △0 1,269

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △45 △45

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 387 387

連結子会社株式の取得による持分の増減 △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 － △0 341 － 341

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 432 307 871 △0 1,611

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純 資 産 合 計
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 △1 △1 － 1,268

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △45

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 387

連結子会社株式の取得による持分の増減 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当連結会計年度変動額(純額)

△0 △0 1 1

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △0 △0 1 342

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △2 △2 1 1,610

－ 22 －
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

  連結子会社の状況

・連結子会社の数 　2社

・連結子会社の名称 　株式会社パイン

　味屋フーズ株式会社

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項

① 固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、建物(建物附属設備は除く)並びに2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法によっております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　…………４～41年

工具、器具及び備品　……２～20年

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却

資産については、３年均等償却によっております。

ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　ただし、ソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リース資産 （所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を適用しております。

② 引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

ロ．賞与引当金 　当社及び連結子会社の従業員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当連結会計年度の負担額を計上してお

ります。
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③ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ．退職給付に係る負債の

計上基準

　退職給付に係る負債は、当社及び連結子会社の従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。なお、

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結

会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異は、発生時の翌連結会計年度に全額

費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の

上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の「退

職給付に係る調整累計額」に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。

　なお、固定資産に係る控除対象外消費税は、投資その

他の資産「その他」に計上し、５年間で均等償却を行っ

ております。

２.表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当連

結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に「3.会計上の見積りに関

する注記」を記載しております。

３.会計上の見積りに関する注記

　固定資産の減損

　（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上した有形固定資産及び無形固定資産は以下の

　　とおりです。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

有形固定資産

建物（純額） 5,202

車両運搬具（純額） 3

工具、器具及び備品（純額） 202

土地（純額） 2,179

リース資産（純額） 4,324

建設仮勘定 1,079

無形固定資産 ソフトウェア 120
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（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当連結会計年度において、「 5.連結損益計算書に関する注記 」の注記事項「 減損

損失 」に記載しているとおり、原則として、事業所を単位としてグルーピングを行っ

ております。当該資産グループの正味売却価額と使用価値のいずれか高い方を回収可

能価額として、帳簿価額との差額について減損損失210百万円を計上しております。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　減損損失の認識に当たり使用する割引前将来キャッシュ・フローの算定に当たって

は、利用者数や従業員数の増減などに仮定をおいて見積りを行っております。当該見

積りには、介護保険制度に関連した外部環境等に関する情報や、当社グループ内部の

情報（過去の計画達成状況など）を用いており、資産グループの現在の使用状況や合

理的な事業計画等を考慮しております。また、当連結会計年度末の見積りに当たって

は、新型コロナウイルス感染症の影響を加味して見積りを行っております。具体的に

は、内閣官房から発出されている同感染症に関する情報や政府・自治体の取り組みな

どを参考にした上で、利用者数の減少が認められるデイサービス事業について、2021

年4月以降、徐々に回復するものの、新型コロナウイルス感染症の収束により利用者数

が感染拡大前の水準まで回復するには、翌連結会計年度末までの期間を要するものと

仮定して見積りを行っております。ただし、これらの見積りには不確実性があり、新

型コロナウイルス感染症の状況が変化した場合には損失額が増減する可能性がありま

す。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　上述の見積り及び仮定について、将来の不確実な経済状況の変動等により見直しが

必要となった場合、翌連結会計年度において追加の減損損失（特別損失）が発生する

可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

建物及び構築物 4,250百万円

土地 2,046百万円

計 6,297百万円

② 担保に係る債務

短期借入金 2,761百万円

１年内返済予定の長期借入金 611百万円

長期借入金 3,473百万円

計 6,846百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 6,298百万円

５．連結損益計算書に関する注記

　減損損失

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上

いたしました。

用途 場所 種類
金額

（百万円）

事業用資産
関東地区

（3施設）
建物及び構築物、土地等 102

事業用資産
甲信・東海地区

（1施設）
建物及び構築物等 2

事業用資産
中国・四国地区

（1施設）
リース資産等 51

事業用資産
九州地区

（2施設）
建物及び構築物等 53

当社グループは、内部管理上、キャッシュ・フローを生み出す最小単位を基礎として資産の

グルーピングを行っており、原則として、事業所を単位としてグルーピングを行っておりま

す。

　回収可能価額が帳簿価額を下回った資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、減損損失（210百万円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は、建物及

び構築物117百万円、土地2百万円、工具、器具及び備品6百万円、リース資産(賃貸借処理含
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む)83百万円、ソフトウェア2百万円であります。

　　なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額と使用価値のいずれか高い方の金

額により測定しております。使用価値は将来キャッシュ・フローを5.1％で割り引いて算定

しております。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 11,476,000株 －株 －株 11,476,000株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 137株 －株 －株 137株

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日

2020年6月25日

定時株主総会
普通株式 45 4 2020年3月31日 2020年6月26日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になる

もの

決 議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額(円)
基 準 日 効力発生日

2021年6月24日

定時株主総会
普通株式 68 利益剰余金 6 2021年3月31日 2021年6月25日
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７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、営業に係る運転資金を銀行借入により調達しております。資金運

用につきましては、安全性の高い金融資産で運用する方針であります。また、デリバ

ティブの利用もなく、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、当社グループの債権管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

敷金及び保証金は、契約締結時に賃貸人等に対して差し入れたものであり、差入先

ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期

把握を図っております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であり

ます。

借入金及びリース債務は、主に短期的な運転資金及び設備投資資金の調達を目的と

したものであり、償還日は最長で決算日後27年であります。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

があります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 825 825 －

(2) 売掛金 2,581 2,581 －

(3) 敷金及び保証金 2,239 2,268 29

資産計 5,646 5,675 29

(1) 買掛金 224 224 －

(2) 短期借入金 4,129 4,129 －

(3) 未払金 196 196 －

(4) 未払法人税等 163 163 －

(5) 預り金 67 67 －

(6) 長期借入金（※１） 4,953 4,953 －

(7) リース債務（※２） 5,674 6,184 509

負債計 15,410 15,920 509

（※１）流動負債の１年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

（※２）流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。

－ 28 －
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（注）金融商品の時価の算定方法

資　産

（1）現金及び預金、（2）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

（3）敷金及び保証金

敷金及び保証金の時価は、契約期間による償還予定に基づく将来キャッシュ・

フローを、合理的な割引率で割り引いた現在価値により算定しております。

負  債

（1）買掛金、（2）短期借入金、（3）未払金、（4）未払法人税等、（5）預り金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

（6）長期借入金

長期借入金はすべて変動金利であり、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

（7）リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産 140円23銭

(2) １株当たり当期純利益 33円77銭

９．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 29 －
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,109

520

2,388

202

△2

12,673

9,925

4,087

85

3

159

1,950

3,629

10

120

113

6

2,628

126

250

193

1,937

125

△5

流 動 負 債 4,852

買 掛 金 246

短 期 借 入 金 2,680

１年内返済予定の長期借入金 579

リ ー ス 債 務 176

未 払 金 130

未 払 費 用 359

未 払 法 人 税 等 155

預 り 金 56

前 受 収 益 222

賞 与 引 当 金 219

そ の 他 25

固 定 負 債 9,335

長 期 借 入 金 3,282

リ ー ス 債 務 4,778

退 職 給 付 引 当 金 495

資 産 除 去 債 務 104

そ の 他 675

負 債 合 計 14,187

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,595

資 本 金 432

資 本 剰 余 金 308

資 本 準 備 金 308

利 益 剰 余 金 855

利 益 準 備 金 1

その他利益剰余金 854

繰越利益剰余金 854

自 己 株 式 △0

純 資 産 合 計 1,595

資 産 合 計 15,783 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,783

－ 30 －
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損　益　計　算　書

（ 2020年４月１日から
2021年３月31日まで ）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 14,408

売 上 原 価 12,560

売 上 総 利 益 1,847

販売費及び一般管理費 1,133

営 業 利 益 714

営 業 外 収 益

受 取 利 息 9

受 取 手 数 料 6

受 取 賃 貸 料 9

助 成 金 収 入 144

そ の 他 18 188

営 業 外 費 用

支 払 利 息 295

そ の 他 1 296

経 常 利 益 605

特 別 損 失

減 損 損 失 210 210

税 引 前 当 期 純 利 益 394

法人税、住民税及び事業税 202

法 人 税 等 調 整 額 △158 44

当 期 純 利 益 350

－ 31 －
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株主資本等変動計算書

（ 2020年４月１日から
2021年３月31日まで ）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

純 資 産
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 432 308 308 1 549 550 △0 1,290 1,290

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △45 △45 △45 △45

当 期 純 利 益 350 350 350 350

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 304 304 － 304 304

当 期 末 残 高 432 308 308 1 854 855 △0 1,595 1,595

－ 32 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 　移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について

は、定額法によっております。

　主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　………………………４～41年

工具、器具及び備品　……２～20年

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却

資産については、３年均等償却によっております。

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

　定額法によっております。

　ただし、ソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ リース資産 （所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を適用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

② 賞与引当金 　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事

業年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。な

お、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異については発生時の翌事業年度に全

額費用処理しております。

　(4) 退職給付に係る会計処理 　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の

会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計

処理の方法と異なっております。

　(5) 消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理は税抜き方式によっております。

　なお、固定資産に係る控除対象外消費税は、投資その

他の資産「その他」に計上し、５年間で均等償却を行っ

ております。

－ 33 －
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２.表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当事

業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に「3.会計上の見積りに関する注記」を

記載しております。

３.会計上の見積りに関する注記

　固定資産の減損

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

　　当事業年度末の貸借対照表に計上した有形固定資産及び無形固定資産は以下のとおりです。

貸借対照表計上額（百万円）

有形固定資産

建物 4,087

構築物 85

車両運搬具 3

工具、器具及び備品 159

土地 1,950

リース資産 3,629

建設仮勘定 10

無形固定資産 ソフトウェア 113

　（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結計算書類「連結注記表　3.会計上の見積りに関する注記」に記載した内容と同一であり

ます。

－ 34 －
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

建物 3,925百万円

土地 1,817百万円

計 5,743百万円

② 担保に係る債務

短期借入金 1,972百万円

１年内返済予定の長期借入金 550百万円

長期借入金 3,172百万円

計 5,696百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,794百万円

(3) 保証債務

　子会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

株式会社パイン 2,234百万円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりであります。

短期金銭債権 2百万円

長期金銭債権 61百万円

短期金銭債務 94百万円

－ 35 －

個別注記表



2021/06/01 11:56:41 / 20700902_株式会社シダー_招集通知

５．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上原価 892百万円

販売費及び一般管理費 3百万円

営業取引以外の取引による取引高 26百万円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普 通 株 式 137株 －株 －株 137株

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

賞与引当金 66百万円

退職給付引当金 150百万円

減損損失 74百万円

その他 68百万円

小計 360百万円

評価性引当額 △88百万円

繰延税金資産合計 272百万円

（繰延税金負債）

資産除去債務に対応する除去費用 △21百万円

繰延税金負債合計 △21百万円

繰延税金資産の純額 250百万円

－ 36 －
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８．リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

有形固定資産

　　主として施設サービス事業における事業所建物（建物）であります。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「(2)固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ており、その内容は以下のとおりであります。

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

建 物 3,955百万円 2,461百万円 1,494百万円

合 計 3,955百万円 2,461百万円 1,494百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 189百万円

１年超 2,050百万円

合計 2,239百万円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 329百万円

減価償却費相当額 166百万円

支払利息相当額 151百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

⑤ 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によっております。

－ 37 －
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９．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類
会社等の
名称又は
氏 名

所 在 地
資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の
内 　 容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取引金額

(百万円)
科
目

期末残高

(百万円)

子 会 社
株式会社
パイン

福岡県
福岡市

40

介護付有
料老人ホ
ームの運
営

所有
直接

　　100

役員の
兼任

債務保証
（注）

2,234 － －

(注）銀行借入につき保証を行ったものであり、取引金額は2021年３月末時点の残高であります。

なお、保証料は受領しておりません。

10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 139円03銭

(2) １株当たり当期純利益 30円54銭

11．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 38 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2021年5月24日

株式会社 シ ダ ー

取 締 役 会　御 中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
　　 福　 岡　 事　 務　 所　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 室 井 秀 夫 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 下 平 雅 和 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社シダーの2020年4月1日から
2021年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社シダー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書
類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

－ 39 －
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、
監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2021年5月24日

株式会社 シ ダ ー

取 締 役 会　御 中

有限責任監査法人ト　ー　マ　ツ
　　 福　 岡　 事　 務　 所　
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 室 井 秀 夫 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 下 平 雅 和 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社シダーの2020年4月1日
から2021年3月31日までの第40期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第40期事業年度
の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実
施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方
針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎
通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法
で監査を実施しました。
　①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社
から事業の報告を受けました。

　②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合
することを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成
る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施
行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役
会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
いたしました。

　③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、
計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）
及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

　①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取

締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

2021年５月27日

株 式 会 社 シ ダ ー 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 二之宮　さおり 

社 外 監 査 役 時 枝 和 正 

社 外 監 査 役 大 野 繁 樹 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

当社は、財務体質の強化と株主の皆様への利益還元を両立させていくことを利

益配分の基本方針としております。このような方針のもと当期の期末配当につき

ましては、業績及び将来の事業展開のための内部留保を勘案した結果、下記のと

おりとさせていただきたいと存じます。

記

期末配当に関する事項

（１）配当財産の種類

　　　金銭

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金６円、総額68,855,178円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日

2021年６月25日

－ 45 －
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第２号議案　取締役１名選任の件

経営体制の強化を図るため取締役１名を増員することとし、取締役候補者　安

成信次氏の選任をお願いするものであります。なお、本総会において選任された

取締役の任期は、当社の定款の定めにより、他の在任取締役の任期の満了する時

までとなります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

氏　　　名

（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況）

所有する当社

の 株 式 数
やす

安
なり

成
しん

信
じ

次

（昭和31年２月12日生）

昭和52年４月　岡崎工業株式会社　入社

昭和55年11月　株式会社安成工務店　入社

昭和63年６月　株式会社安成工務店　代表取締

役就任（現任）

平成６年２月　株式会社デコス　代表取締役就

任（現任）

平成９年６月　株式会社ハウスドクター山口　

代表取締役就任（現任）

平成12年１月　株式会社エコビルド　代表取締

役就任（現任）

平成30年４月　株式会社くりえいと　代表取締

役就任（現任）

令和元年11月　株式会社ＹＡＳＵＮＡＲＩホー

ルディングス　代表取締役就任

（現任）

令和２年６月　株式会社ＥＲ企画　代表取締役

就任（現任）

（重要な兼職の状況）

株式会社安成工務店　代表取締役

株式会社デコス　代表取締役

株式会社ハウスドクター山口　代表取締役

株式会社エコビルド　代表取締役

株式会社くりえいと　代表取締役

株式会社ＹＡＳＵＮＡＲＩホールディングス　

代表取締役

株式会社ＥＲ企画　代表取締役

－株
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（注）１．同氏は、社外取締役候補者であります。

２．同氏は、株式会社安成工務店の代表取締役であり、当社子会社の株式

会社パインと同社との間に取引がありますが、取引額は僅少であるた

め、当社の社外取締役としての職務遂行に影響を与えるものではない

と判断しております。

３．同氏を社外取締役候補者とした理由および期待される役割は以下のと

おりであります。

同氏は、長年の会社経営の実務経験等から当社の経営について指導、

助言、監視をいただける人物として適任と判断し社外取締役候補者と

いたしました。同氏には長年の会社経営により培われた豊富な知識、

経験や高い見識等を活かし、当社の経営全般に対する監督やチェック

機能を果たしていただくことを期待しております。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会　場　　福岡県北九州市小倉北区浅野１丁目１番１号

ステーションホテル小倉（ＪＲ小倉駅ターミナルビル）

電話（093）541－7111
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